
      

 
平成２５年１１月１日 
国 土 交 通 省 

 

交通政策基本法案について 
１．背景 
人口減少・少子高齢化、国際競争の激化、巨大災害の発生など、交通を取り巻く社会経済情勢が変

化する中、国民生活及び経済活動にとって必要不可欠な基盤である交通に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するため、交通に関する施策について、基本理念を定め、及び国の責務等を明らかにする

とともに、交通に関する施策の基本となる事項等について定める必要がある。 

 
２．概要 
 

（１）基本理念等 

 国民等の交通に対する基本的なニーズの充足、交通の機能の確保及び向上、交通による環境への負

荷の低減、交通の適切な役割分担及び有機的かつ効率的な連携、連携等による施策の推進、交通の安

全の確保といった交通に関する基本理念等を定めることとする。 
 

（２）責務等 

 交通に関する施策について、その基本理念を定め、国、地方公共団体、交通関連事業者、交通施設

管理者及び国民等の責務等を明らかにすることとする。 
 

（３）基本的施策 

国及び地方公共団体が講ずる交通に関する基本的施策について定めることとする。 
 

（４）交通政策基本計画の策定 

 交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、政府は、交通政策基本計画を策定するこ

ととする。 
 

（５）年次報告 

 交通の動向及び政府が交通に関して講じた施策について、毎年国会に報告を行うこととする。 

 
３．閣議決定日 
 閣      議   平成２５年１１月１日（金） 

問い合わせ先 

 国土交通省総合政策局公共交通政策部 澤田、多田 

               連絡先 03-5253-8111（内線 54903） 

                                    03-5253-8274（直通） 


